












【参考】 住民の避難行動を促進するための取組について

（県内市町へのアンケート結果より主なもの）（平成30年）

① 今後ホームページに映像を発信するなど河川情報の配信を行っていく。

② 出前講座を年間約１１０回行っており、啓発活動をしている。

③ 〇〇川については、避難のあり方検討会を設立し、避難勧告等発令に資する設定水位の見直しを行うと
もに、発令対象地区についても、段階に分け、危険な地区から避難勧告等を発令するよう整理した。

④ 避難に支障が少ない時間帯の避難呼びかけを心掛けるとともに、状況によって地域を限定し、情報伝達の
回数を増やすことで避難行動に結びつけるよう工夫している。

⑤ 準備情報を出す前から自主避難を呼びかけ、住民に不安を抱かせる前に可能な範囲で避難所を開設する
よう配慮している。

⑥ 防災講習等で避難情報に関する説明やどのタイミングで、どのような行動を取るべきかを伝えている。

⑦ 防災訓練のメニューの中に、「自宅での行動」を入れ、実施している。

⑧ 地域で防災に関する研修会を開催しており、各発令時にとるべき行動について周知している。

⑨ 防災行政無線等を利用し、予め、災害が本格化する前、明るいうちの早めの避難を呼びかけておく。

⑩ 暴風や大雨で避難が困難になると考えられる時刻を予測して避難準備情報の発令を早めた。

⑪ 市町のタイムラインおよび地区タイムラインを作成し、事前に避難行動を行ってもらっている。
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③自然災害に対する理解の促進

①防災情報の適切な伝達

②避難行動につなげる「共助」の取組の促進

適切な避難行動につなげるための取組
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